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（令和５年７月１日現在）

百万円 消防防災技術の向上を図るため、茨城県消防ポンプ操法大会、理事研修会、女性消防団員活性化大会を実施する。

地域連携の強化及び消防
防災思想の普及広報活動

10 百万円
地域連携の強化及び消防防災思想の普及を図るため、消防団と地域との交流活動に対する助成、消防関係団体への助
成、機関紙の発行等を行う。

消防職・団員の士気の高
揚と組織の強化

15 百万円
消防団員・職員の士気の高揚と組織の強化を図るため、消防大会における表彰、健康増進器具等の交付、退職消防団員
への報償等を行う。

消防防災技術の向上及び
消防団等の組織の強化

16

百万円 うち県出捐金

116 百万円 36.6 ％

消防団員等 36 百万円 11.2 ％

30 百万円 9.4 ％

百万円 0.0

1

基本財産

5

36.6 ％

出　捐　者　名 出 捐 額 出捐比率

企業団体等 136 百万円 42.8 ％

％

3

2 茨城県

【公益法人等会計用】

4 市町村

団体
番号

6

設
立
目
的

主
た
る

業
　
務

主
た
る
事
業

消防団等の消防施設の充実強化の支援、消防防災技術の向上、地域連携の強化、消防団員・職員の士気の高揚及び消防防災思想の普及広報活動等を行うことによ
り、地域社会の健全な発展に資することを目的とする。

国、県及び市町村と連携・協力し、消防防災思想の啓発普及、消防防災に関する調査・指導・講習、消防防災諸団体の育成及び消防防災施設の整備、会員の福祉厚
生、弔慰救済及び表彰等に関する事業を行っている。

事業名 令和５年度事業費 事　業　内　容

116 百万円 出捐比率318

主
な
出
捐
者

出捐順位

設立年月日

所在地

団体名

昭和22年12月31日

水戸市千波町1918番地

出資団体の業務・運営等の現状と課題

所管部課

代表者 会長　葉梨　衛

防災・危機管理部消防安全課

公益財団法人茨城県消防協会
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貸付金 該当なし

該当なし

・消防大会開催事務
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課題及び今後の対応

○消防協会は、消防団員の技術向上及び消防団の組織強化を図っているが、
団員数は年々減少しており、地域防災力の低下が懸念されている。

○また、消防協会長表彰や叙勲・報償祝賀会、殉職者慰霊祭の開催により消
防職・団員の士気の高揚を図っているが、特に消防団員については、処遇改
善や装備の充実強化を行うことにより、更なる士気の高揚につなげていく必
要がある。

○さらに、地域交流活動や各支部の行事等に経費の一部を助成することで、
地域連携の強化を図るとともに、機関紙の発行や防火ポスターの配布、ホー
ムページでの情報提供、新聞等を活用することで消防防災思想の普及啓発活
動を行っているところであるが、消防団活動を県民に広く周知するために
は、更なるPRが必要である。

○消防団員数の減少に歯止めをかけるため、若い方や女性を中心とした団
員の入団や機能別消防団員制度の導入、消防団活動に協力的な事業所を認
定する「消防団協力事業所表示制度」の活用について、連携して市町村に
働きかける。

○消防団員の更なる士気の高揚を図るため、団員の報酬額の引上げや直接
支給への切替えを呼び掛けてきたところであり、引き続き、処遇改善に向
け、連携して取り組んでいく。また、日本消防協会や関係団体の事業を活
用し、連携して、消防団にAEDやトランシーバー等の装備品の充実を図って
いく。

○消防団活動を広く周知するため、引き続きホームページ等を活用し、広
報するとともに、より充実した広報活動を行うため、消防団活動を紹介す
る動画の作成や大学の防災関連講座での消防団のPRなど、県や市町村が実
施する若い方を対象とした広報活動について、連携しながら進めていく。

○令和３年度は、消防団員等に係る福祉共済事業の加入件数減による手数料
収入の減等により、当期経常増減額は△492千円（前期差△988千円）となっ
た。

法人は、設立目的に沿った運営を実施しているが、新型コロナウイルス感
染症の影響により、公益目的事業の実施に支障を来していることから、他都
道府県の同種団体も参考としながら、コロナ禍における事業実施方法を検討
するとともに、事業の効率化により更なる経費削減に取り組むなど、経営改
善に努められたい。

○法人は、女性消防団員や機能別消防団員の入団促進の取組を行っているも
のの、消防団員数の減少に歯止めがかかっていない。消防団は、地域におけ
る消防防災体制の中核的存在として、地域住民の安全・安心確保のため大き
な役割を果たしていることから、法人は、県や市町村等との連携により、女
性を含めた消防団員の確保に、より一層貢献されたい。

○法人運営においては、経費の削減や収益基盤の強化、事業実施を促進
し、計画的・効率的な事業運営を図るよう指導する。

○また、消防団は地域防災力の中核的存在である一方で、団員数は減少傾
向にある。団員が減少する中にあっても消防団が十分に活躍できるよう、
地域の抱える様々な課題に対して柔軟に対応できる機能別団員制度の導入
促進を図るよう勧めるとともに、基本団員や女性団員の入団促進に取り組
むよう指導していく。

今後の対応課　　題

令和３年度決算に係る経営評価結果

総合的所見 対応
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